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記 事

経済学会報告

経済芋会主催の，日独共同研究の成果の 部についての共同研究会が，京都大学法経

特別講義室で開催吉れた。昭和59年 4月18日〔水〕午後3時から 5時まで，約60名の参

加者をえて盛況裡に活溌な論議がおこなわれた。報告者は，西ドイツ，マンハイム大学

教度エノレヴィン・ディヒトル博士。テーマは， r経営者の外国志向 輸出促進と輸出

成果についての一つの主要な変数一一」。通訳は，近藤文男教授(立命大)，横井義則教

授(香川大〉。

同教授の研究は，昭和田年日月に訪目，京都大学へ来学された後に開始されたもので，

翌57年 9月には，近藤文男教授がマンハイム大学へ客員教授として渡独，研究を打合わ

せつつ推進し，翌58年 9月にマンハイム大学白ステファン・ミューヲ一応とハンλ ・ゲ

オルク・ケルマイャー氏が訪日，来学され，京都，大阪，誕賀，名古屋の円本企業を中

心に調査研究した成果の一部である。

〈報告要旨〕

本研究はインターナショナル・マーケティングの研究の一環をなすもので，今回の報

告は輸出潜在能力をもった中小企業の識別のための有効なトゾールないし， 測定理請を

構築すること宇目的とする報告であった。従来この種の研究としては， モチープ・リス

トとチェック・リストによる方法，輸出に成功した企業と失敗した企業のプロフィール

を描く方法，さらには意思決定に関する多変量モデルの作成などがみられた。しかしモ

チ ブ・リストは，セナープむよ4iなる列記と問題点の単なるリス l・アップにとどまり，

ヅロフィール分析は理論性によてけ同義反復が多し多変骨意思決定モデルはその理論は

よいとしても複雑すぎて経験テストが不可能であるという欠点をもっていることを指摘

した上で，報告者はこのような従来の方法を採用しないで r経営者の外国志向」に焦

点を合わせた独自の仮説を設定し，西ドイツ，日本， フィンプンド，南アメりカなどを

対象とした調査研究によって独自の理論的方法を生みだそうと試みている。

その特徴は経営者のおかれている客観的要因のみならず，従来ブラック・ボックスと

なっていた経営者の心理的要因の分析を重視し，経営者のかかえている問題を総合的に

分析することによって問題解決をはかろうと試みたものである。

この研究の按じ的概念をなす「経営者の外国志向」は，輸出促進のための主要変数と

位置つけられ，それは経営者の輸出促進のファクターである企業のおかれている客観的

状況〔売上高，従業員数，稼動率，製品の種類など)， 経営者の状態(年齢，学歴，外

国語の能力など〕と心理的状況 L外国市場に刻する心理的距離， リスグに対する態度，
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柔軟性など)によって規定される。“

目独白調査データをクラスター分析に従って輸出能力ある中小企業を識別L，識別さ

れた輸出能力ある中小企業の経営者四特徴を検討。同ーグラスターに属する企業におい

て，ある企業は輸出比率が高<.他の企業は輸出比率が低いという結果が示されており，

その相異白原因は一体何なのか。これを明らかにするために報告者がとった分析方法は

経営者のおかれた客観的状況のみにとどまらず，経営者の心理的状況の分析を強調して

いることである。

報告では，上記の仮説の一般的検証のみならず，日独の経営者の志思決定の相異， マ

ーケティング戦略の相異などの比較検討の分析が行なわれていると Jてであった。たとえ

ば， ドイツの経営者は日本までの心理的距離を日本0経営者が感じるよりも遠〈感じて

いること。マ ケティング，1)主要な変数について，経営者のとるリスク態度をみると，

価格，チャネル，広告という順序で両国の経賞者とも同じ態度を示しているが，製品政

策については， 日木の経営者は γイツの経営者にくらべて，特別に大きなリスグに挑戦

していることなど。

次に，輸出意欲を高揚させてし、る要因1"何かという問題について，調査田容を人口統

計学的に分類し， グラスター分析を試みた結果，第 1に，平均以上の輸出潜在力を企業

が確認するという問題，第21こ3 認知される輸出障害の減少という問題が捉出された。

これらの問題についても， 日本とド fツの経蛍者についての比較分析が試みられた。

報告後，中小企業の地位についての日独の相違について討論がおこなわれ， ディヒト

トル教授は， ドイツの中小企業は，日木に〈らべて独立性が強く，環境の変化に対する

対応が早いことが指摘された。

(橋本勲・高橋秀雄記〉


